
富津市子ども・子育て支援事業計画 第Ⅰ期 

～いいじゃないか！ふっつ～ 

平成27年３月 

富 津 市





ご あ い さ つ

 本市では、平成17年に次世代育成支援推進法に基づく「富津市次世代育成 

支援行動計画 いいじゃないか！ふっつ」を策定しました。以後、子どもの健

やかな成長と子育て家庭への支援を前期・後期計画を通じて“市民自身の行動”

と“協働”を支えとする次世代育成を推進してきました。 

子ども・子育て関連3法に基づく子ども・子育て支援新制度が平成27年 4

月から始まります。本市でも新制度施行に向け、幼児期の学校教育・保育及び

地域子育て支援事業の量の見込みとその確保方策を定めた本計画を策定しま

した。 

また、本計画は、富津市次世代育成支援行動計画（後期）が終了することか

ら、次期次世代育成支援行動計画と一体のものとして策定しました。 

今後は富津市次世代育成支援行動計画の基本理念を継承し、「安心して子育

てできるまち」をさらに推進してまいります。 

 本計画の策定にあたり、多くのご意見をいただいた市民の皆様や貴重なご意

見やご提言をいただきました富津市子ども・子育て会議委員の皆さまに心から

感謝申し上げます。

   平成２７年3月 

                 富津市長  佐久間 清 治   
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第１章 計画策定の意義

１－１．計画策定の趣旨

近年、急速な少子化の進展、待機児童の増加、地域のつながりの希薄化などにより、子育

てをめぐる地域や家庭の状況は大きく変化しています。 

このような現状・課題に対応し、子育てをしやすい社会にしていくために、平成24 年８

月に「子ども・子育て関連３法」が成立しました。これらの法に基づく、新たな子育て支援

の仕組み「子ども・子育て支援新制度」が平成27年度（2015年度）から本格的にスター

トするにあたり、市町村は「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」「保育の量的

拡大・確保、教育・保育の質的改善」「地域の子ども・子育て支援の充実」を図るために「市

町村子ども･子育て支援事業計画」を策定することが義務づけられています。 

また、平成27年３月までの時限立法であった次世代育成支援対策推進法が改正され、10

年間延長されたことから、本計画を次世代育成支援行動計画と一体のものとして策定するこ

ととしました。 

本市の「子ども・子育て支援事業計画」は、このような国の動向、本市のこれまでの次世

代育成支援対策の取り組み状況を踏まえ、学校教育・保育及び地域子ども･子育て支援事業の

量の見込み、提供体制の確保の内容及びその時期並びに次世代育成支援行動計画の主要施策

を定めることで、市民の様々なニーズに応えていくための事業計画として策定するものです。 
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１－２．計画の位置づけ

本計画は、子ども・子育て支援法第61 条に基づき、教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の確保や業務の円滑な実施に関する事項を定めています。 

子ども・子育て支援法により記載する必要がある事項に加え、本市の「富津市基本構想」

をはじめ、関連する福祉、教育、障がい者等の関連計画と連携・整合を図りながら策定して

いきます。 

また、この計画は、富津市次世代育成支援行動計画の後継としても位置付けられています。 

【計画の位置づけ】 

〔国〕 〔富津市〕 

〔市の福祉・教育・障がい者等の関連計画〕

富 津 市 基 本 構 想・基 本 計 画 

（
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法

（
富
津
市
次
世
代
育
成
支
援
行
動
計
画
）

富
津
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

いきいきふっつ障害者プラン

富津市生涯学習推進計画

健康ふっつ２１

富津市男女共同参画計画
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１－３．計画期間

本計画の期間は、子ども・子育て支援法に基づいて定められた基本指針に即し、平成 27

年度から平成31年度までの５年間をⅠ期として策定します。 

なお、子ども・子育て支援事業計画に基づく施策の実施状況、成果について、年度ごとに

分析・評価をしていきます。 

平成 
26年度 

27 28 29 30 
平成 
31年度 

１－４．計画の策定

本計画は、平成25年 12月に実施した「子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査」

の結果を踏まえ、子ども・子育て支援法第 77条の規定により設置し、保護者、事業主・労

働者の代表者、関係する事業の従事者、学識経験者で構成する「富津市子ども・子育て会議」

での意見の聴取、パブリックコメントを通して、広く市民の方の意見をお聞きして策定した

ものです。 

なお、各施策の実施状況の分析・評価を行い、「富津市子ども・子育て会議」等の意見を聴

きながら、必要に応じ、計画の修正を行います。 

富津市子ども・子育て支援事業計画 

富津市次世代育成支援行動計画 
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第２章 本市の子ども・子育てをめぐる環境

２－１．人口、世帯、人口動態等

（１）人口・世帯の推移

過去20年の人口と世帯数の推移をみると、人口は平成７年をピークに減少し続け、その

後は減少し、平成25年では約47,000人となっています。 

世帯数は緩やかな増加傾向にあります。 

図 人口・世帯数の推移（資料：千葉県毎月常住人口調査） 

（２）人口動態

過去20年の人口動態をみると、自然増減、社会増減ともに減少傾向が続いています。

図 人口動態の推移（資料：千葉県毎月常住人口調査） 

※自然増減：出生数から死亡数を差し引いたもの 
社会増減：転入数から転出数を差し引いたもの
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（３）年齢別人口

年齢別人口をみると、14歳以下の人口、15歳から64歳までの生産年齢人口が減少傾向、

65歳以上の老年人口が増加傾向にあり、老年人口は平成22年で30％に近づいています。 

図 年齢別人口の推移（資料：国勢調査） 

（４）合計特殊出生率

合計特殊出生率を比較すると、全国では緩やかな増加傾向にあり、本市では、平成25年

で1.06となっています。 

図 人口・世帯数の推移（資料：千葉県人口動態調査） 

※合計特殊出生率：出産可能年齢（15歳～49歳）の女性に限定し、年齢ごとの出生率を足し合わせ、

一人の女性が生涯、何人の子供を産むのかを推計したもの。 
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（５）核家族世帯、子どものいる世帯

核家族世帯及び子どものいる世帯の推移をみると、核家族率はほぼ横ばいとなっています

が、子どものいる世帯は減少傾向が続いています。 

図 核家族率、子どものいる世帯（資料：国勢調査） 

（６）女性労働力率

年齢別女性労働力率をみると、ゆるやかなＭ字型曲線を描いていますが、千葉県と比較す

ると、20歳代から30歳代の労働力率が高くなっています。 

図 年齢別女性労働力率（資料：国勢調査） 
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２－２．将来人口の見通し

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」（平成 25 年３月推計）

による本市の人口の見通しをみると、総人口は平成32年で約43,000人と予想されます。 

年齢別人口をみると、年少人口（０～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）は低下する

一方で、老年人口（65 歳以上）は増加が見込まれており、少子高齢化が継続すると予想さ

れます。 

図 総人口および年齢別人口の推計 

※「年齢不詳」があるため年齢別人口の合計と全体が一致しない年がある 
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２－３．ニーズ調査からみた子育ての状況

（１）調査の概要

本計画の策定にあたり、子育て家庭のニーズを把握するため、「就学前児童」「小学校1・

2年生」の保護者を対象にアンケート形式によるニーズ調査を実施しました。 

①就学前児童 

 ・実施方法 

調査対象者 就学前児童を持つ保護者 

調査時期 平成 25年 12月～平成26年１月 

調査件数 1,000件 

調査内容 

家庭等の子育て環境、保護者の就労状況、定期的な教育・

保育事業の現状・利用意向、地域の子育て事業の現状・利

用意向、育児休業などに関する設問 

 ・配布、回収状況 

区分 
就学前児童の保護者 

配布数 回収数 回収率 

市全域 1,000件 511件 51.1％ 

②小学生（１年生、２年生） 

 ・実施方法 

調査対象者 小学校1・2年生の子を持つ保護者 

調査時期 平成 25年 12月 

調査件数 613件 

調査内容 
家庭等の子育て環境、保護者の就労状況、放課後の過ごし

方などに関する設問 

 ・配布、回収状況 

区分 
就学前児童の保護者 

配布数 回収数 回収率 

市全域 613件 556件 90.7％ 
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（２）調査結果

①悩みの相談相手 

【就学前児童】 

・相談先は「祖父母等の親族」が８割台半ばを占め最も高く、次いで「友人や知人」が７

割台半ばを占めており、次いで保育所（園）となっています。 

問 9 気軽に相談できる人の有無      問 9-1 気軽にできる相談先 

 【小学生】 

・相談先は「友人や知人」「祖父母等の親族」が３割台半ばを占め高く、次いで「小学校」

となっています。 

問 7 気軽に相談できる人の有無      問 9-1 気軽にできる相談先 

n=472人 

いる/

ある

92.4%

いない

/ない

5.3%

無回答

2.3%

n=  511人

86.0

74.4

11.9

5.5

1.1

28.2

17.4

0.0
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1.9
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近所の人

子育て支援センター

保健所

保育所（園）

幼稚園

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

市役所の子育て関連担当窓口

その他



10 

②保護者（母親）の就労状況 

【就学前児童】 

・母親の就労状況は「以前は就労していたが、現在は就労していない」が約４割を占めて

おり、次いで「パート・アルバイト等で就労している」が２割台半ばとなっています。 

 【小学生】 

・母親の就労状況は「パート・アルバイト等で就労している」が約４割を占めており、次

いで「フルタイムで就労している」が３割を超えています。 

26.0 3.9 27.2 1.6 38.0 2.2 1.2

0% 25% 50% 75% 100%

n=  511人

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
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③定期的な教育・保育事業の現状と今後の利用希望 

【就学前児童】 

１）平日の定期的な教育・保育事業（全体） 

・定期的な教育・保育の事業を「利用している」方が６割以上を占めています。 

・利用中の事業は「保育所（園）」が５割台半ば、「幼稚園」が４割を超えています。 

・今後の利用希望では「幼稚園」が５割以上を占め最も高く、次いで「保育所（園）」「幼

稚園の預かり保育」「認定こども園」の順となっています。 

問 14 定期的な教育・保育事業の利用状況       問 14-1 利用中の定期的な教育・保育事業 

問 15 希望する定期的な教育・保育事業 

利用

している

62.8%

利用して

いない

36.4%

無回答

0.8%

n=  511人

42.4

54.2

1.2

1.9

0.9

0% 25% 50% 75% 100%

幼稚園

保育所（園）

事業所内保育施設

その他

無回答

ｎ＝511人

52.8

19.2

49.3

12.7

6.5

8.2

1.2

1.0

0% 25% 50% 75% 100%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

保育所（園）

認定こども園

事業所内保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

ｎ＝511人
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２）幼稚園 

・幼稚園の年齢別利用者数は、「4 歳」が約３割、「3 歳」「5 歳」が２割台半ばとなって

います。 

・利用している理由は、「子どもの教育や発達のため」が 9 割以上を占め最も高く、次い

で「子育てを（教育を含む）している方が現在就労している」となっています。 

・利用希望日数は「５日」が最も高く、利用希望時間では「６時間」「７時間」「８時間」

が高くなっています。 

問 14-1.① 幼稚園の年齢別利用者数   問 14-4.① 幼稚園を利用している理由 

問 14-2 (1)-1 平日の定期的な教育・保育事業の利用日数と希望日数（１週当たり） 

問 14-2 (1)-2 定期的な教育・保育事業の利用時間と希望時間（１日当たり） 

０歳

0.7%
１歳

2.2%

２歳

10.3%

３歳

27.2%

４歳

30.1%

５歳

26.5%

無回答

2.9%

n= 136人

91.2

27.9

2.2

0.7

2.2

0.7

0% 25% 50% 75% 100%

子どもの教育や発達のため

子育て（教育を含む）をしている方が

現在就労している

子育て（教育を含む）をしている方が

就労予定がある／求職中である

子育て（教育を含む）をしている方が

家族・親族などを介護している

子育て（教育を含む）をしている方が

病気や障害がある

子育て（教育を含む）をしている方が

学生である

その他

無回答
ｎ＝136人 

97.8

0.7

55.1

9.6

34.6

0%

25%

50%

75%

100%

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 無回答

利用日数

n=  136人

希望日数

n=  136人

14.7 11.0

33.1
28.7

6.6
2.2 1.51.5 2.9

17.6 17.6 17.6 2.9 4.4

34.6

0%

25%

50%

75%

100%

１

時

間

２

時

間

３

時

間

４

時

間

５

時

間

６

時

間

７

時

間

８

時

間

９

時

間

10

時

間

11

時

間

12

時

間

無

回

答

利用時間

n=  136人

希望時間

n=  136人
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３）保育所（園） 

・保育所（園）の年齢別利用者数は、「5 歳」が2割台半ば、「4 歳」が約 2割、「3歳」

が１割台半ばとなっています。 

・利用している理由は、「子育て（教育を含む）している方が現在就労している」が約９割

を占め最も高く、次いで「子どもの教育や発達のため」となっています。 

・利用希望日数では「５日」が最も高く、利用希望時間では「９時間」が最も高くなって

います。 

問 14-1.② 保育所（園）の年齢別利用者数    問 14-4.② 保育所（園）を利用している理由 

問 14-2(1)-1.② 保育所（園）の利用日数と希望日数（１週当たり） 

問 14-2(1)-2.② 保育所（園）の利用時間と希望時間（１日当たり） 

０歳

5.2%

１歳

13.8%

２歳

16.7%

３歳

17.2%

４歳

20.1%

５歳

24.7%

無回答

2.3%

n= 174人

86.8

10.3
2.31.1 0.6

47.1

17.2

0.6

33.3

0%

25%

50%

75%

100%

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 無回答

利用日数

n=  174人

希望日数

n=  174人

19.0

31.0
24.1

13.2
5.7

1.1 3.4

1.7
10.3

14.9 16.7
12.6

4.6 4.6

33.9

0%

25%

50%

75%

100%

１

時

間

２

時

間

３

時

間

４

時

間

５

時

間

６

時

間

７

時

間

８

時

間

９

時

間

10

時

間

11

時

間

12

時

間

無

回

答

利用時間

n=  174人

希望時間

n=  174人

40.8

88.5

2.9

0.6

2.3

3.4

1.7

0% 25% 50% 75% 100%

子どもの教育や発達のため

子育て（教育を含む）をしている方が

現在就労している

子育て（教育を含む）をしている方が

就労予定がある／求職中である

子育て（教育を含む）をしている方が

家族・親族などを介護している

子育て（教育を含む）をしている方が

病気や障害がある

子育て（教育を含む）をしている方が

学生である

その他

無回答

ｎ＝174人
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利用する

必要はない

81.8%

ほぼ毎週

利用したい

2.5%

月に

１～２回は

利用したい

14.1%

無回答

1.6%

n=  511人

４）土曜・休日の教育・保育事業の利用意向 

・土曜日の利用希望は、「月に1～2 回は利用したい」「ほぼ毎週利用したい」をあわせて、

約３割となっています。 

・日曜日・祝日の利用希望は、「月に1～2 回は利用したい」「ほぼ毎週利用したい」をあ

わせて１割台半ばとなっています。 

・長期休暇中において教育・保育事業の利用希望（幼稚園利用者）は、「休みの期間中、週

に数日利用したい」が3割台半ばで最も高く、次いで「休みの期間中、ほぼ毎日利用し

たい」（18.4％）となっています。また、利用したい理由は、「買い物等の用事をまとめ

て済ませるため」「定期的に仕事をしているため」が3割以上となっています。 

問 19(1) 土曜日の利用希望            問 19(2) 日曜・祝日の利用希望 

問 20 長期休暇中の教育・保育事業の利用希望 問 20-1 長期休暇中「週に数日利用したい」方の 

   （幼稚園利用者）                理由 

利用する

必要はない

67.5%

ほぼ毎週

利用したい

7.2%

月に１～２回

は利用したい

23.3%

無回答

2.0%

n=  511人

利用する

必要はない

43.4%

休みの期間

中、

ほぼ毎日

利用したい

18.4%

休みの期間

中、週に数日

利用したい

33.8%

無回答

4.4%

n=  136人

32.6

19.6

39.1

6.5

23.9

30.4

0% 25% 50% 75% 100%

定期的に仕事をしているため

週に数回仕事が入るため

買い物等の用事をまとめて

済ませるため

親等親族の介護や手伝いが必要な

ため

息抜きのため

その他

ｎ＝46人 



15 

できれば

病児・病後

児保育施設

等を利用

したい

49.7%

利用したい

とは思わな

い

49.0%

無回答

1.3%

n=  155人

5.2 7.8
14.3

2.6

14.3

1.3 2.6

23.4

1.3 2.6
7.8

16.9

0%

20%

40%

60%

80%

１

日

２

日

３

日

４

日

５

日

６

日

７

日

８

日

９

日

10

日

11

｜

15

日

16

｜

20

日

21

日

以

上

無

回

答

５）病児・病後児保育事業の潜在ニーズ 

・父親・母親が休んだ方の病児・病後児保育施設の利用意向をみると、約５割の方が希望

し、その利用日数は「10 日」「5 日」「3 日」の順となっています。 

問 21-2 父親・母親が休んだ方の         問 21-3 病気の際、「病児・病後児のための 

    病児・病後児保育施設利用意向           保育施設等」の施設利用希望日数 

④希望する教育・保育事業 

【就学前児童】 

・希望する教育・保育事業は「幼稚園」が５割以上、「保育所（園）」が約５割を占めてい

ます。 

問 15 希望する定期的な教育・保育事業 

52.8

19.2

49.3

12.7

6.5

8.2

1.2

1.0

0% 25% 50% 75% 100%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

保育所（園）

認定こども園

事業所内保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

ｎ＝511人

ｎ＝77人 
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75.6

30.5

56.1

14.6

13.4

1.2

18.3

6.1

0% 25% 50% 75% 100%

自宅

祖父母宅や友人

・知人宅

塾や習い事

放課後子ども教室

放課後児童クラブ

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ

その他

（公民館、公園など）

無回答

65.9

28.0

43.9

14.6

29.3

1.2

17.1

4.9

0% 25% 50% 75% 100%

自宅

祖父母宅や友人

・知人宅

塾や習い事

放課後子ども教室

放課後児童クラブ

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ

その他

（公民館、公園など）

無回答

⑤放課後の過ごし方 

 【就学前児童】 

・小学生になったときの放課後の過ごし方の希望をみると、小学校1年生から3年生まで

のうちは「自宅」が６割台半ばを占め最も高く、次いで「塾や習い事」「放課後児童クラ

ブ」となっています。 

・小学校4年生から6年生までになったときの希望としても、「自宅」「塾や習い事」が高

くなっています。 

問 25・26 放課後の過ごし方の希望

※1 放課後子ども教室：地域の方々の協力を得て、放課後に小学校でスポーツや学習など 

           を体験するものです。 

 2 放課後児童クラブ：保護者が就労等により昼間家庭にいない場合などに、子どもに 

           生活の場を提供するものです。 

 3 ファミリー・サポート・センター：地域において、乳幼児や小学生等の預かり等の援 

                  助を希望する者（利用会員）と、援助を行うことを 

                  希望する者（提供会員）との相互援助活動に対する 

                  連絡・調整を実施するものです。 

小学校低学年の過ごし方 小学校高学年の過ごし方 

ｎ＝82人 ｎ＝82人 
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 【小学生】 

・現在の放課後の過ごし方をみると、「自宅」が最も高く、次いで、「塾や習い事」「祖父母

宅や友人・知人宅」となっています。 

・小学４年生から６年生までの放課後の過ごし方の希望をみると、「自宅」が最も高く、 

次いで「塾や習い事」「放課後児童クラブ」「祖父母宅や友人・知人宅」となっています。 

問 11 現在の放課後の過ごし方 

問 12 小学４年生～６年生の放課後の過ごし方の希望 

全体 自宅
祖父母宅や
友人・知人宅

塾や習い事
放課後児童
クラブ

その他
（公民館・公園など）

週１ 33 52 58 3 7

週２ 55 29 50 9 5

週３ 77 21 21 4 11

週４ 51 9 13 7 3

週５ 215 20 4 64 4

無回答 9 0 0 1 2

合計 440 131 146 88 32

全体 自宅
祖父母宅や
友人・知人宅

塾や習い事
放課後子ども
教室

放課後
児童クラブ

ファミリーサポー

トセンター
その他

（公民館・公園など）
無回答

週１ 3

週２ 30 4 19 17 4 4

週３ 57 13 45 12 11 2 4

週４ 29 7 19 1 4 2

週５ 152 17 4 6 39 2

無回答 11 1 2 2

合計 279 42 92 36 58 2 14 33
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満足度が

低い

16.8%

満足度がや

や低い

29.0%

普通

43.2%

満足度がや

や高い

7.2%

満足度が高

い

1.0%

無回答

2.7%

n=  511人

⑥子育て支援への満足度 

・就学前児童、小学生ともに子育て支援の環境、支援への満足度の低さが目立っています。 

 【就学前児童】 

問 30 地域の子育て支援の環境や支援への満足度の状況 

 【小学生】 

問 15 市の子育ての環境や子育て支援への満足度 

ｎ＝556人
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２－４．本市の子ども・子育て支援の課題

（１）子育ての不安感、負担感の解消

ニーズ調査の結果によると９割以上の保護者が気軽に相談できる人がいると回答していま

すが、地域でのつながりの希薄化等から子育てに関する悩みや不安を抱えながら、誰にも相

談せずに孤立する親子が存在することも懸念されます。 

地域の子育て世代親子の交流促進や育児相談等を充実し、子育ての孤立感、負担感の軽減

を図り、全ての子育て家庭を地域で支える取り組みが求められています。 

（２）保育サービスの充実

本市では「富津市次世代育成支援行動計画」の基本理念に基づき、これまでに様々な施策

に取り組んできました。 

しかしながら、共働き家庭は増加傾向にあり、仕事と子育ての両立を希望する家庭を支援

するさらなる環境整備や多様化する保育ニーズに対応するための地域の実情に対応した保育

サービスへの取組みが求められています。 

（３）ワーク・ライフ・バランスの実現

仕事と生活の調和の実現については、国の「仕事と生活の調和憲章」と「仕事と生活の調

和推進のための行動指針」において、全ての者が積極的に取り組むこと、国や地方自治体が

支援すること等により、社会全体の取り組みとして広げていくことが必要とされています。 

本市においても、子育て世代の就労状況、就労意向を踏まえ、働く男女の職業生活と家庭

生活との両立に向けた取り組みが求められています。 

（４）支援の必要なすべての子どもへの対応

障がいのある子どものいる家庭やひとり親家庭等、虐待の恐れのある家庭など、より一層

の支援を必要とする家庭に対して、関係機関との連携を密接にし、支援体制を強化していく

ことが求められています。 
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このデザインは、次世代育成支援行動計画 

策定に合わせて作られました。 

富津市の紋章で、ライフサイクルの輪、市

民・行政・企業の協働の輪、世代間の輪を富

津市の地形と紋章でつくられた親鳥が羽を

広げて、市民の力強さを、愛くるしい紋章の

雛鳥が親鳥とともに「5つの目標」をそれぞ

れ象徴しています。 

第３章 計画の基本的な考え方

３－１．計画の基本理念

次世代を担う子どもたちの権利と利益が最大限に尊重され、子どもたちが健やかに生まれ

育ち、誰もが安心して喜びと生きがいを持って子育てができる富津市の実現を目指し、子ど

も・子育て支援法及び子ども・子育て支援法に基づく基本方針を踏まえ、平成17年に策定

した「富津市次世代育成支援行動計画」における基本理念を継承し、以下のように基本理念

を設定します。 

【基本理念】 

いいじゃないか！ ふっつ
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３－２．計画の基本目標

本計画では、基本理念を踏まえたうえで、子どもの成長段階（ライフサイクル）に応じた

４つの目標と、育児全般にわたる目標を１つ掲げ、今後も取り組みを推進します。 

妊娠期・出産期 

１ あかちゃんって、 いいじゃないか！ 

  ～子育てスタートの安心づくり～ 

新しい生命の息吹と赤ちゃんの愛くるしさを実感し、子育てに意欲的な世代を目指し

ましょう。 

乳児期・幼児期 

２ 大きくなるって、いいじゃないか！ 

  ～親子の成長の共感づくり～ 

乳幼児期のふれあい・喜び・驚き・苦労・発見を通して、親も子も成長を共感する子

育て世代を目指しましょう。 

学齢期・思春期 

３ がんばるって、いいじゃないか！ 

  ～子どもの生きる力づくり～ 

自らの力で立つ意欲と個性豊かな人間性を持ち、心身ともに健やかに成長する世代を

目指しましょう。 

活動期 

４ つながるって、いいじゃないか！ 

  ～世代・地域とつながる心づくり～ 

   生まれ育ったまちを愛する心を持ち、まちの現在と未来を担う中心世代を目指しまし

ょう。 

育児期全般 

５ ホッとするって、いいじゃないか！ 

  ～“安心温度”の高いまちづくり～ 

すべての人に優しい、安心と安全を実感できるまちを、すべての世代で創造しましょ

う。 
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本計画を策定するにあたっては、「富津市民憲章」「富津市家庭憲章」の精神にのっとり、

子育て支援サービス等により影響を受ける子ども自身の利益を第一に考え、すべての子ども

の権利が最大限に尊重されるよう配慮します。 

富津市民憲章 

美しい海と山にかこまれ、緑と太陽に恵まれた、文化遺産豊かな歴史のふるさとに住む

わたくしたち富津市民は、生々発展する新しいまちづくりのために努力することを誓って

市民憲章を定めます。 

１ 恵まれた自然を生かし、美しいまちをつくりましょう。 

１ 友愛と感謝の気持で、明るいまちをつくりましょう。 

１ としよりやこどもを大切にし、幸せなまちをつくりましょう。 

１ 健康で仕事に励み、豊かなまちをつくりましょう。 

１ 教養を高め、文化の香り高いまちをつくりましょう。 

（昭和４９年１０月１日制定） 

富津市家庭憲章 

次代を担う青少年が健やかにたくましく育つことは、われわれ市民の共通した願いです。

その願いをこめて、この富津市家庭憲章を市民運動として展開し、明るく健康的な家庭

をつくりましょう。 

１ あいさつは、きちんとはっきりいいましょう。 

１ 家庭では、なんでも話しあいましょう。 

１ 心と体をきたえ、みんなでなかよくしましょう。 

１ 感謝と奉仕の心をもちましょう。 

１ 社会のきまりを守り、責任のもてる行動をしましょう。 

（昭和５９年２月制定） 

 富津市青少年問題協議会 

 富津市教育委員会 

 富津市青少年相談員連絡協議会 
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第４章 事業計画

４－１．教育・保育提供区域の設定

本市は「量の見込み」「確保方策」を設定する単位を、富津地区、大佐和地区、天羽地区の

３つの区域とします。 

（理由） 

○市域が広く、児童及び保護者の生活圏域を考慮するため 

○富津地区の人口が他２地区に比べ多くなっており、地域特性を考慮するため 

○各地区に保育所(園)・幼稚園が１か所以上配置されており、各地区内に提供施設が存在 

 するため 

図 教育・保育提供区域図 



24 

４－２．幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策

本計画では、計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見込み」を定めます。 

現在の幼稚園、保育所（園）等の利用状況に利用希望等を踏まえ、以下の認定区分で設定

し、教育・保育提供区域ごとに量の見込みの算出し、提供体制の確保を行います。 

（１）本市の状況

本市における保育所（園）は公立保育所７園、私立保育園４園、幼稚園は私立幼稚園２園、

認定こども園は１園となっています。 

①保育所（園） 

（各年3月1日現在/平成26年度のみ12月1日現在）（人） 

区分 
入所児童数 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

公立 252 257 265 250 244

私立 376 393 393 406 395

合計 628 650 658 656 639

②幼稚園 

（各年４月1日現在/平成26年度のみ12月1日現在）（人） 

区分 
入所児童数 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

私立 318 294 304 303 324

③認定こども園（幼稚園型） 

（各年４月1日現在/平成26年度のみ12月1日現在）（人） 

区分 
入所児童数 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

幼稚園部分 71 63 56 49 45

保育所部分 １ 5 2 3 3

合計 72 68 58 52 48
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（２）保育の必要性の認定区分

認定区分 認定の内容 利用先 

１号認定 
満３歳以上の小学校就学前の子どもで、

教育を希望する場合 

・幼稚園 

・認定こども園 

２号認定 
満３歳以上の小学校就学前の子どもで、

保育所等での保育を希望する場合 

・保育所（園） 

・認定こども園 

３号認定 
満３歳未満の子どもで、保育所等での保

育を希望する場合 

・保育所（園） 

・認定こども園 

（３）見込み量の推計

教育・保育、地域子ども子育て支援事業の見込み量にあたっては、就学前児童、小学生の

保護者を対象としたニーズ調査の結果をもとに、国から配布された「潜在保育ニーズ量の標

準的算出方法について」に沿って推計し、本市の地域特性を踏まえながら設定しました。

図 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の見込み量推計フロー 

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの
算出 

教育・保育の量の見込みの算出 

整備量の算出 

確保方策の検討 

整備量の算出 

確保方策の検討 

① 延長保育事業 

② 放課後児童健全育成事業 

③ 子育て短期支援事業 

④ 地域子育て支援拠点事業 

⑤ 一時預かり事業 

⑥ 病児・病後児保育事業 

⑦ 子育て支援活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業）

⑧ 利用者支援事業 

① １号認定 

（認定こども園及び幼稚園） 

② ２号認定 

（認定こども園及び保育所） 

③ ３号認定 

（認定こども園及び保育所＋地域型保育）

就学前児童保護者対象のニーズ調査の実施 

転職・就労希望から算出

人口推計 

家庭類型の分類（現状） 

家庭類型の分類（潜在） 

家庭類型（潜在）別児童数の算出 
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（４）教育・保育提供区域別の幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策

安定した幼児期の教育・保育を提供するため、幼児期の教育・保育の利用状況及びニーズ

調査等で把握した利用希望等を踏まえるとともに、就学前児童数の推移、幼児期の教育・保

育施設の配置状況及び地域の実情等を考慮し、認定区分ごとに必要利用定員総数（量の見込

み）を定めます。 

①富津地区  

年度 平成２７年度 平成２８年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳
量の見込み（①） ２３１人 １８６人 ３６人 １０６人 ２３０人 １８７人 ３５人 １１０人
確保方策（②） ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人
特定教育・保育施設 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人

２７０人 ２７０人

②－① ３９人 １０５人 ４人 １３人 ４０人 １０４人 ５人 ９人

年度 平成２９年度 平成３０年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳
量の見込み（①） ２２９人 １８４人 ３５人 １１２人 ２２６人 １８１人 ３４人 １１４人
確保方策（②） ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人
特定教育・保育施設 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人

２７０人 ２７０人

②－① ４１人 １０７人 ５人 ７人 ４４人 １１０人 ６人 ５人

年度 平成３１年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳
量の見込み（①） ２２５人 １８０人 ３４人 １１６人
確保方策（②） ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人
特定教育・保育施設 ２９１人 ４０人 １１９人

２７０人

②－① ４５人 １１１人 ６人 ３人

確認を受けない幼稚園

確認を受けない幼稚園

確認を受けない幼稚園
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②大佐和地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳
量の見込み（①） ９９人 ５７人 １４人 ３９人 ９１人 ５３人 １３人 ３８人
確保方策（②） ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人
特定教育・保育施設 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人

３００人 ３００人

②－① ２０１人 ９７人 ７人 ２６人 ２０９人 １０１人 ８人 ２７人

年度 平成２９年度 平成３０年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳
量の見込み（①） ８８人 ５２人 １２人 ３８人 ８２人 ４９人 １１人 ３７人
確保方策（②） ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人
特定教育・保育施設 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人

３００人 ３００人

②－① ２１２人 １０２人 ９人 ２７人 ２１８人 １０５人 １０人 ２８人

年度 平成３１年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳
量の見込み（①） ７８人 ４８人 １１人 ３６人
確保方策（②） ３００人 １５４人 ２１人 ６５人
特定教育・保育施設 １５４人 ２１人 ６５人

３００人

②－① ２２２人 １０６人 １０人 ２９人

確認を受けない幼稚園

確認を受けない幼稚園

確認を受けない幼稚園

③天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳
量の見込み（①） ４８人 ４１人 １１人 ２５人 ４２人 ３７人 １１人 ２７人
確保方策（②） ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人
特定教育・保育施設 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人
確認を受けない幼稚園

②－① ２２人 １３３人 ８人 ４４人 ２８人 １３７人 ８人 ４２人

年度 平成２９年度 平成３０年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳
量の見込み（①） ３８人 ３３人 １０人 ２６人 ３４人 ３０人 １０人 ２６人
確保方策（②） ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人
特定教育・保育施設 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人
確認を受けない幼稚園

②－① ３２人 １４１人 ９人 ４３人 ３６人 １４４人 ９人 ４３人

年度 平成３１年度
区分 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳
量の見込み（①） ３４人 ３０人 １０人 ２６人
確保方策（②） ７０人 １７４人 １９人 ６９人
特定教育・保育施設 ７０人 １７４人 １９人 ６９人
確認を受けない幼稚園

②－① ３６人 １４４人 ９人 ４３人
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４－３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

地域子ども・子育て支援事業は、市町村が地域の実情に応じ実施する事業です。これまで

の利用実績、ニーズ調査結果、人口推計等から、設定区域ごとに必要な量の見込み及び確保

方策について設定します。 

表 地域子ども・子育て支援事業一覧 

（１） 利用者支援事業 .......................................................................................................................... 29 頁

（２） 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） ........................................ 29 頁

（３） 妊婦健診 ........................................................................................................................................ 30 頁

（４） 乳児家庭全戸訪問事業 ........................................................................................................... 30 頁

（５） 養育支援訪問事業 ..................................................................................................................... 31 頁

（６） 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） ..................... 31 頁

（７） 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） ........... 31 頁

（８） 一時預かり事業 .......................................................................................................................... 32 頁

（９） 延長保育事業 ............................................................................................................................... 34 頁

（10）病後児保育事業 .......................................................................................................................... 35 頁

（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）....................................................... 36 頁

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 ............................................................................... 37 頁

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 .............................. 37 頁
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（１）利用者支援事業

提供区域 全市域 

事業内容 

子ども及び保護者等の身近な場所で教育・保育施設や地域の子育て

支援事業等の情報提供や相談・助言を行うとともに関係機関との連

携を行う事業です。 

今後の方向性 
地域子育て支援センター設置と併せて平成 29 年度からの実施を目

指します。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み（①） １か所 １か所 １か所 １か所 １か所
確保方策（②） ０か所 ０か所 １か所 １か所 １か所

②－① ▲ １か所 ▲ １か所 ０か所 ０か所 ０か所

（２）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）

提供区域 各区域 

事業内容 
未就学の子どもとその保護者を対象に、親子で遊ぶ中で子育てに関

する情報交換や交流、仲間づくりができる場所を提供する事業です。

平成25年度実績 
あおほり子育てサロン 延 2,790人 

もうひとつのお家 延 3,293人 

今後の方向性 
平成 29年度に富津地区1か所、平成30年度に天羽地区1か所開

設を目指します。 

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み １０,９０４人日 １０,８２７人日 １０,６７４人日 １０,５４５人日 １０,３９１人日

確保方策 １か所 １か所 ２か所 ２か所 ２か所

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み ３,４３６人日 ３,３０２人日 ３,１２４人日 ２,９６８人日 ２,８１１人日
確保方策 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み ９８３人日 ９９２人日 ９４４人日 ９０６人日 ８７７人日
確保方策 ０か所 ０か所 ０か所 １か所 １か所
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（３）妊婦健診

提供区域 全市域 

事業内容 

より安全で安心な出産を支援するために、妊娠中に指定医療機関に

おいて 14 回を限度に公費で基本的な健診を受けられるようにする

事業です。 

平成 25年度実績 2,626人回 

今後の方向性 現行と同様に実施します。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み ２,８８４人回 ２,７８６人回 ２,７１６人回 ２,６３２人回 ２,５９０人回
人数 ２０６人 １９９人 １９４人 １８８人 １８５人
健診回数 １４回 １４回 １４回 １４回 １４回

確保方策
実施場所：指定医療機関
実施方法：受診券の発行

（４）乳児家庭全戸訪問事業

提供区域 全市域 

事業内容 

子育ての孤立を防ぐため、生後４か月までの乳児のいる全ての家庭

を保健師・助産師等が訪問し、子育て支援に関する情報提供、育児

や産後の生活の相談、養育環境等の把握を行う事業です。 

平成 25年度実績 
2か月児訪問事業 

訪問者数191人（対象者223人） 

今後の方向性 平成 27年度から既存の事業を継承し実施します。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み ２０６人 １９９人 １９４人 １８８人 １８５人

確保方策
実施体制：保健師、助産師（委託契約）による訪問
実施機関：健康づくり課
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（５）養育支援訪問事業

提供区域 全市域 

事業内容 
養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に関する指導・助言を行

うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。

今後の方向性 平成 27年度からの実施を目指します。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み ７人 ７人 ７人 ７人 ７人

確保方策
実施体制：保健師による訪問
実施機関：健康づくり課

（６）子育て短期支援事業

提供区域 全市域 

事業内容 

保護者の疾病や冠婚葬祭等の理由により、家庭において子どもを一

時的に養育できない場合に児童養護施設等で預かる事業です。 

≪事業種類≫短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）、夜間養

護等事業（トワイライトステイ事業） 

今後の方向性 ニーズ調査において需要がないため、必要に応じて検討を行います。

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

提供区域 全市域 

事業内容 

地域において、乳幼児や小学生等の預かり等の援助を希望する者（利

用会員）と、援助を行うことを希望する者（提供会員）との相互援

助活動に対する連絡・調整を実施する事業です。 

今後の方向性 
地域子育て支援センター設置と併せて平成 29 年度からの実施を目

指します。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
１６８人日 １６２人日 １５９人日 １５６人日 １５１人日
０人日 ０人日 １５９人日 １５６人日 １５１人日

▲ １６８人日 ▲ １６２人日 ０人日 ０人日 ０人日

量の見込み（①）
確保方策（②）
②－①
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（８）一時預かり事業

提供区域 各区域 

事業内容 
育児中のストレス解消や冠婚葬祭など家庭での保育が一時的に困難

になったときに、保育所等で一時的に預かる事業です。 

平成 25年度実績 
保育所（園）における一時預かり 

公私立保育所（園）10か所 1,133人 

今後の方向性 現行と同様に実施します。 

○幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） ２,７５９人日 ２,７７６人日 ２,７３８人日 ２,６９４人日 ２,６８２人日
確保方策
人数（②） ２,７５９人日 ２,７７６人日 ２,７３８人日 ２,６９４人日 ２,６８２人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） １,５３７人日 １,４１５人日 １,３９９人日 １,３２６人日 １,２７７人日
確保方策
人数（②） １,５３７人日 １,４１５人日 １,３９９人日 １,３２６人日 １,２７７人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） ７１５人日 ６４０人日 ５７７人日 ５２５人日 ５２５人日
確保方策
人数（②） ７１５人日 ６４０人日 ５７７人日 ５２５人日 ５２５人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人
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○保育所（園）における一時預かり  

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） １,１０８人日 １,１０６人日 １,０９０人日 １,０７５人日 １,０６４人日
確保方策

１,１０８人日 １,１０６人日 １,０９０人日 １,０７５人日 １,０６４人日
３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） ３５８人日 ３３９人日 ３２５人日 ３０９人日 ２９４人日
確保方策

３５８人日 ３３９人日 ３２５人日 ３０９人日 ２９４人日
３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） ２２４人日 ２１２人日 １９６人日 １８３人日 １８０人日
確保方策

２２４人日 ２１２人日 １９６人日 １８３人日 １８０人日
４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

施設数

人数（②）

施設数

人数（②）

施設数

人数（②）
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（９）延長保育事業

提供区域 各区域 

事業内容 
保育認定を受けた子どもについて、11 時間の開所時間を超えて保

育を実施する事業です。 

平成 25年度実績 
私立保育園４園で実施 実利用者数 合計 252人 

（富津地区 172人、大佐和地区 80人、天羽地区 実施なし）

今後の方向性 平成 27年度から天羽地区で実施を目指します。 

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） ２１０人 ２１０人 ２０７人 ２０４人 ２０２人
確保方策
人数（②） ２１０人 ２１０人 ２０７人 ２０４人 ２０２人
施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） １２５人 １１７人 １１３人 １０８人 １０３人
確保方策
人数（②） １２５人 １１７人 １１３人 １０８人 １０３人
施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） ５０人 ４８人 ４４人 ４１人 ４０人
確保方策
人数（②） ５０人 ４８人 ４４人 ４１人 ４０人
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人
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（１０）病後児保育事業

提供区域 全市域 

事業内容 
病後児について、家庭での保育に欠ける場合に保育園等の専用スペ

ースで看護師等が一時的に保育を行う事業です。 

平成 25年度実績 私立保育園１か所実施 延利用者数256人 

今後の方向性 現行と同様に実施します。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み（①） ９２５人日 ９０１人日 ８７４人日 ８４４人日 ８２６人日
確保方策

９６０人日 ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日
１か所 １か所 １か所 １か所 １か所

②－① ３５人日 ５９人日 ８６人日 １１６人日 １３４人日

延べ人数（②）

施設数
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（１１）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

提供区域 各区域 

事業内容 

保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童

に対し、放課後に適切な遊びや生活の場を提供して、児童の健全な

育成を図る事業です。 

平成 25年度実績 
小学校12校中5校区実施 年間平均登録者数143人 

（富津地区 104人、大佐和地区 39人、天羽地区 実施なし）

今後の方向性 

平成 27 年度に富津地区１か所、平成 28 年度に大佐和地区、天羽

地区各1か所設置、平成30年度に富津地区、天羽地区各1か所設

置を目指します。 

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） １７７人 １７７人 １７６人 １７５人 １７５人
小学１～３ １１７人 １１７人 １１６人 １１６人 １１６人
小学４～６ ６０人 ６０人 ６０人 ５９人 ５９人

確保方策
登録児童数（②） １３５人 １３５人 １３５人 １７５人 １７５人
施設数 ６か所 ６か所 ６か所 ７か所 ７か所

②－① ▲ ４２人 ▲ ４２人 ▲ ４１人 ０人 ０人

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） ５７人 ５４人 ５２人 ５１人 ５０人
小学１～３ ２５人 ２５人 ２３人 ２４人 ２２人
小学４～６ ３２人 ２９人 ２９人 ２７人 ２８人

確保方策
登録児童数（②） ７５人 ９５人 ９５人 ９５人 ９５人
施設数 ２か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

②－① １８人 ４１人 ４３人 ４４人 ４５人

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み（①） ３５人 ３３人 ３０人 ２８人 ２５人
小学１～３ １５人 １４人 １２人 １０人 ９人
小学４～６ ２０人 １９人 １８人 １８人 １６人

確保方策
登録児童数（②） ０人 ２０人 ２０人 ４０人 ４０人
施設数 ０か所 １か所 １か所 ２か所 ２か所

②－① ▲ ３５人 ▲ １３人 ▲ １０人 １２人 １５人
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（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業

提供区域 なし 

事業内容 
保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育に必要な実費徴

収に係る費用を助成する事業です。 

今後の方向性 必要に応じて、検討を行います。 

（１３）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

提供区域 なし 

事業内容 

特定教育・保育施設等への民間業者の参入の促進に関する調査研究

その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置

又は運営を促進するための事業です。 

今後の方向性 必要に応じて、検討を行います。 
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４－４．乳幼児期の学校教育・保育の一体的な提供を含む子ども・子育て支援の推

進方策

乳幼児期の教育・保育は、その子どもの生涯にわたる人格形成の基礎を担う重要なもので

あり、子どもの最善の利益を第一優先として考えながら、子どもたちへの質の高い教育・保

育の提供を行うとともに、家庭や地域における教育・子育ての向上に向けた支援を実施して

いく必要があります。 

（１）認定こども園に係る基本的な考え方

認定こども園は、幼稚園と保育所の機能をあわせ持ち、保護者の就労状況等に影響を受け

ず、柔軟に子どもを受け入れられる施設であり、子ども・子育て支援新制度では、認可手続

きの簡素化等により、新設や幼稚園・保育所からの移行が可能な仕組みとなっています。 

本市では、既存の幼稚園や保育所（園）の移行希望や保護者の動向を踏まえ、認定こども

園の移行を検討していきます。 

（２）地域型保育の導入

３歳未満児の保育を基本とする地域型保育（小規模保育等）の導入を必要に応じ検討しま

す。 

（３）教育・保育に係る関係機関の連携

幼児期の学校教育・保育と小学校教育との円滑な接続（幼・保・小連携）を図るための取

り組みを推進します。 

４－５．産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の

確保

保護者が産休、育休明けに希望に応じて円滑に、認定こども園や幼稚園、保育所（園）を

利用できるよう、産休・育休中の保護者に対する情報提供や相談支援を行うとともに、質の

高い保育の提供に努めます。 

また、保護者が産休・育休明けの希望する時期に、教育・保育施設を円滑に利用できるよ

う、保護者に対して母子健康診断、乳幼児健診などのきめ細かな情報提供に努めます。 
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４－６．子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する県が行う施策

との連携

児童虐待防止対策の充実、母子・父子家庭などのひとり親家庭等の自立支援の推進、障が

い児など特別な支援が必要な子どもの施策の充実など、県が行う施策との連携を図るととも

に、市の実情に応じた施策を関係する各機関と連携を密にして展開します。 

（１）児童虐待防止対策の充実

児童虐待は、子どもの健やかな成長と発達を損ない、子どもの人権を侵害する深刻な問題

であり、迅速かつ適切な対応が必要です。 

児童虐待防止対策のため、地域の子育て支援活動と連携して、地域ぐるみの虐待の予防体

制や相談体制の充実を図ります。 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進

ひとり親家庭等については、児童扶養手当やひとり親家庭等医療費助成、保育料の減額な

ど経済的支援を行うほか、県との連携を図り、ひとり親家庭等の自立に向けた相談体制の充

実を図ります。 

（３）障がい児などの支援

障がい児など特別な支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、地域で安心して生活でき

るよう自立支援医療の給付や年齢、障がい等に応じた専門的な医療や療育の支援に取り組み

ます。 

また、保護者への情報提供を行い、事業利用の円滑化を図ります。 
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４－７．職業生活と家庭生活との両立の推進

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実現について、国の「仕事と生活の

調和憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」等において、国民が積極的に取

り組むことと、国や地方公共団体がそれを支援すること等により、社会全体で運動として広

げていく必要があるとされています。 

市では、「富津市男女共同参画計画」等に基づき、男女がともに仕事と家庭・地域活動など

を両立できる環境づくりに取り組んでいます。今後も仕事と生活の調和の実現へ向けて、県、

事業所、労働関係機関、子育て支援活動を行う民間団体等と相互に密接に連携、協力し合い

ながら、「仕事と生活の調和」の実現に向けた取組の推進に努めます。 
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第５章 子ども・子育ての施策

本計画における子ども・子育ての施策については、次世代育成支援行動計画における主要

施策を承継し、また、各施策の実施状況を把握し、事業の推進を図ります。 

５－１．施策の体系

施 策 

１ 妊娠期・出産期

2 乳児期・幼児期

3 学齢期・思春

期・活動期 

4 育児期全般 

（１） 妊産婦・新生児の健康支援    42 頁 

（１） 子どもの健康支援        43 頁 

（２） 保育サービスの充実       44 頁 

（１） 学校教育の推進と地域社会との連携 45頁

（１） 地域における子育て支援      47 頁 

（２） 児童虐待防止対策         49 頁 

（３） 特別な支援が必要な子どもへの支援 50頁 

（４） 経済的負担の軽減         53 頁 

（５） ひとり親家庭の支援        53 頁 

成長段階 
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５－２．成長段階ごとの施策

１ 妊娠期・出産期

（１）妊産婦・新生児の健康支援

妊産婦及びその家族が、安心して妊娠・出産・子育てができるように、妊娠期・出産期の

相談事業や講座等の充実を図ります。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

母子健康手帳の交付

母子健康手帳交付時に保健師等

が妊婦等への面接を行い，妊

娠・出産・子育てに関する不安

や悩みの相談や子育て情報の提

供等を行う。

関係機関に早期届

出の啓発を依頼

し、妊娠 11 週以

内の交付率の向上

を図る。

健康づくり課

妊婦健診 

【地域子ども・子育て

支援事業】

より安全で安心な出産を支援す

るために、妊娠中に指定医療機

関において 14 回を限度に公費

で基本的な健診を受けられるよ

うにする。

継続実施する。

健康づくり課

妊娠期支援事業

妊娠中の母体管理と栄養管理、

胎児の発育について、妊娠届出

時等に個別指導を行う。

低体重児予防のた

めに必要な情報提

供や助言などの援

助等を妊婦全員に

対し実施する。

健康づくり課

新生児・産婦訪問

生後28日以内の新生児に対し、

保健師や助産師が訪問し、健康

状態の確認や必要な保健指導、

健康や育児に関する相談などを

行う。

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。 健康づくり課

マタニティ講座

子育て情報や育児体験、また妊

婦同士の交流の機会を提供し、

育児不安の軽減を図る。

保育所や子育て支

援センター等によ

り実施し、参加率

の向上を図る。

子育て支援課



43 

２ 乳児期・幼児期

（１）子どもの健康支援

子どもの心と体の健やかな成長を支援する環境づくりを推進します。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

乳児家庭全戸訪問事

業 

【地域子ども・子育て

支援事業】

子育ての孤立を防ぐため、生後

４か月までの乳児のいる全ての

家庭を保健師・助産師等が訪問

し、子育て支援に関する情報提

供、育児や産後の生活の相談、

養育環境等の把握を行う。

既存の２か月児訪

問事業を継承し、

実施する。
健康づくり課

乳幼児相談

乳幼児期の子育てに関すること

や食事等について面接相談、電

話相談を実施する。

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。

健康づくり課

育児教室 

（４か月児・７か月

児・10 か月児・１歳

児・２歳６か月児）

発達の節目の時期に、成長・発

達の経過、食事、虫歯予防を学

ぶ教室を開催する。

参加率の向上を図

る。
健康づくり課

離乳食教室

月齢（５か月）にあった食事に

ついての学習と食材の使い方や

作り方等を実習する。

参加率の向上を図

る。 健康づくり課

１歳６か月児健診

計測・診察（内科・歯科）・相談

（発達・栄養）を実施し、子ど

もの発育・発達、食事内容を養

育者と確認する。

受診率向上のた

め、勧奨に努める。
健康づくり課

３歳児健診

計測・診察（内科・歯科）・検査

（尿・視力・聴力）・相談（発達・

栄養）を実施し、子どもの発育・

発達、食事内容を養育者と確認

する。

受診率向上のた

め、勧奨に努める。

健康づくり課

予防接種
感染症を予防するため、予防接

種を行う。

接種率向上のた

め、勧奨に努める。
健康づくり課
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事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

食育事業

健全な食事環境を通じた家族の

団らんの大切さや食事の楽し

さ、望ましい食事のあり方、食

を通じた心の健全育成を学ぶた

め、食事に関する講習会・実習

を行い、親子・親同士の交流を

図る。

継続実施する。

子育て支援課

（２）保育サービスの充実

 多様な保育需要に応じて、利用しやすい保育の提供を推進します。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

一時預かり事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】

育児中のストレス解消や冠婚葬

祭など家庭での保育が一時的に

困難になったときに、保育所等

で一時預かり保育を実施する。

継続実施する。

子育て支援課

延長保育事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】

保育認定を受けた子どもについ

て、11時間の開所時間を超えて

保育を実施する。

平成 27 年度から

天羽地区で実施を

目指す。

子育て支援課

病後児保育事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】

病後児について、家庭での保育

に欠ける場合に保育園等の専用

スペースで看護師等が一時的に

保育を実施する。

継続実施する。

子育て支援課
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３ 学齢期・思春期・活動期

（１）学校教育の推進と地域社会との連携

豊かな人間性と体力等を育成するため教育の充実と、子どもたちが様々な体験活動ができ

る機会の充実に努めます。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

外 国 語 指 導 助 手

（ALT）の配置

「生きた英語」を学び、小・中

学生の英語によるコミュニケー

ション能力を高め、異文化理解

や国際理解を推進するため、

ALTを配置する。

各小中学校による

ALT の活用を継

続する。 教育センター

情報教育の推進

情報教育を推進するため、コン

ピュータ室等の整備・充実を図

る。ICT 機器の活用を通して、

児童・生徒の情報活用能力を育

成する。

コンピュータ室の

計画的な整備を行

い、各学校におけ

る情報教育を推進

する。

教育センター

教育相談事業

いじめ・不登校・引きこもり・

家庭内暴力・発達障がい等の相

談活動を行う。

教育センターが相

談の窓口となり、

相談事業を継続す

る。

教育センター

食育の推進

小・中学生が正しい知識と望ま

しい食習慣を身につけることが

できるよう学校栄養職員等を食

育指導員として位置づけ、各学

校における食育を推進する。

栄養職員等の食育

指導員への委嘱を

継続し、各学校に

おける食事指導を

推進する。

教育センター

家庭教育学級

地域における親世代・子世代の

交流を含めた仲間づくりを目指

して、親子共同（協働）学習の

形態で開設し、家庭における親

子関係の改善・充実を図る。

家庭教育学級未実

施校への参加を促

す。 生涯学習課

家庭教育指導員

家庭教育に関する相談や指導の

ほか、家庭教育学級の企画運営、

内容の指導助言を行う。

家庭教育指導員に

よる家庭教育学級

の企画運営や内容

についての指導助

言、公民館におけ

る家庭教育に関連

する教室の指導助

言を継続する。

生涯学習課
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事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

富津市スポーツ少年

団事業

地域に根ざしたスポーツ活動を

推進し、郷土の未来を担う、青

少年の心身の健全なる育成を図

る。

継続実施する。

体育振興課

こどもチャレンジ教

室

宿泊体験や他の体験活動を通し

て、こどもの自主性・創造性・

社会性を育てる。

参加者の拡大を図

る。
中央公民館 

市民会館

青少年相談員活動

愛のパトロールや青少年のつど

い大会を通して、地域活動等を

担う青少年相談員相互の情報交

換を行い、青少年の健全育成を

図る。

青少年相談員相互

の情報交換を行

い、青少年の健全

育成を図る。

生涯学習課

放課後健全育成事業

（放課後児童クラブ）

【地域子ども・子育て

支援事業】

保護者が仕事等により昼間家庭

にいない、小学校に就学してい

る児童に対し、放課後に適切な

遊びや生活の場を提供して、児

童の健全な育成を図る。 

平成 27 年度に富

津地区１か所、平

成 28 年度に大佐

和地区、天羽地区

各1か所設置、平

成 30 年度に富津

地区、天羽地区各

1 か所設置を目指

す。

子育て支援課
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４ 育児期全般

（１）地域における子育て支援

子育て環境の充実や地域における子育て支援の機会や場の創出に努め、子どもの心と体の

健やかな成長を支援していきます。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

利用者支援事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】

子ども及び保護者等の身近な場

所で教育・保育施設や地域の子

育て支援事業等の情報提供や相

談・助言を行うとともに関係機

関との連携を行う。 

地域子育て支援セ

ンターの設置と併

せて平成 29 年度

からの実施を目指

す。

子育て支援課

子育て情報の発信

子育て応援サイト「イクトモ」

などを活用した子育てに関する

情報提供を充実させる。

子育て情報の発信

の充実を継続して

図る。

子育て支援課

「布えほん」貸出

ボランティア団体「布えほんメ

ルヘン」により製作された布絵

本やおもちゃを、市内幼稚園、

保育所（園）、個人及び福祉団体

に貸し出す。

継続実施する。

社会福祉協議会

おはなし会

公民館などで絵本の読み聞かせ

や手あそびを行い、本に親しむ

機会を作る。

継続実施する。

生涯学習課

ピッコロ学級

幼児の心身の発達や健康・栄養

についての講義、遊びの実習な

どを通して子育てについて学

び、親子・親同士の交流を図る。

継続実施する。

中央公民館

地域子育て支援拠点

事業（地域子育て支援

センター） 

【地域子ども・子育て

支援事業】

未就学の子どもとその保護者を

対象に、親子で遊ぶ中で子育て

に関する情報交換や交流、仲間

づくりができる場所を提供す

る。 

平成 29 年度に富

津地区１か所、平

成 30 年度に天羽

地区１か所開設を

目指す。 

子育て支援課

子育て援助活動支援

事業 

（ファミリー・サポー

ト・センター事業） 

【地域子ども・子育て

支援事業】

地域において、乳幼児や小学生

等の預かり等の援助を希望する

者（利用会員）と、援助を行う

ことを希望する者（提供会員）

との相互援助活動に対する連

絡・調整を実施する。

地域子育て支援セ

ンターの設置と併

せて平成 29 年度

からの実施を目指

す。

子育て支援課



48 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

おやこ遊遊ひろば

公民館の一室を開放し、未就園

児の親子を対象に育児不安や孤

立感、ストレスを和らげ、子育

てが楽しいと感じられるような

場を提供すると同時に、子ども

同士の発達を図る。また、主任

児童委員による「子育て何でも

相談」を実施する。

継続実施する。

社会福祉協議会

おひさま広場事業

乳幼児を持つ保護者が気軽に集

い、親子の交流、育児相談、子

育て情報の提供を行う。

継続実施する。

子育て支援課

園庭開放

子育て家庭の交流の場、また、

園と地域のつながりをつくるた

めに、保育所（園）や幼稚園に

通園していない親子に園庭を開

放する。

継続実施する。

子育て支援課

未就学児に対する防

災学習機会の創出

災害時に主体的に行動できる能

力の獲得には、幼少期からの防

災教育が有効であるため、子ど

もと一緒に楽しく学べるワーク

ショップ形式の講座を開催す

る。

講座を通し、地域

の防火・防災への

関心を高める。
防災課

移動図書館

図書貸し出しサービスの充実を

図り、生涯にわたる学習の向上

を図る。

図書貸出サービス

の充実を図る。 生涯学習課

学校施設の有効利用

学校施設の地域開放に向けて、

各学校で必要に応じて関係機関

と相互調整し有効利用を図る。

関係機関と連携

し、有効活用の推

進を図る。

学校教育課



49 

（２）児童虐待防止対策

児童虐待防止対策のため、地域の子育て支援活動と連携し、相談体制の充実を図ります。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

児童虐待相談対応事

業

地域において児童と接する機会

のある関係機関と連携を図り、

早期の児童虐待の予防・防止活

動を行う。

要保護児童対策地

域協議会を中心

に、要保護児童の

早期発見や適切な

相談、保護、支援

の実施ために関係

機関の連携を図

る。

子育て支援課

児童家庭相談事業

家庭における人間関係の健全

化、児童の適正な養育等、家庭

児童福祉に関する相談指導を実

施する。

家庭相談員を引き

続き配置し、相談

支援を行う。
子育て支援課

養育支援訪問事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】

養育支援が特に必要な家庭を訪

問し、養育に関する指導・助言

を行うことにより、当該家庭の

適切な養育の実施を確保する。

平成 27 年度から

実施を目指す。 
子育て支援課
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（３）特別な支援が必要な子どもへの支援

障がいの有無に関わらず、すべての子どもたちが自分らしい生活を送ることができるよう、

各専門機関が連携し、学校、地域においてともに学ぶ機会の充実や環境づくりを推進します。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

幼児ことばの相談会

ことばの問題の早期発見、早期

対応を行い、就学後の継続指導

に結びつけるため、希望のあっ

た就学前の幼児を対象に相談会

を実施する。

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。 教育センター

保育所（園）・幼稚園

への巡回訪問

特別支援学校教諭に療育技術指

導を依頼し、障がい児等の入所

している保育所等職員の資質向

上を図る。

継続実施する。

子育て支援課

特別支援教育の推進

LD（学習障がい）、ADHD（注

意欠陥/多動性障がい）、高機能

自閉症等を含む、特別な支援を

要する児童・生徒に適切な教育

的支援や指導を行う体制を整え

る。

各学校における特

別支援教育への支

援を継続する。
教育センター

学校におけるカウン

セリングの推進

いじめや心の悩み等の諸問題に

おいて，児童・生徒、保護者か

らの相談に応じるため、県から

配置されたスクールカウンセラ

ーを有効に活用する。

スクールカウンセ

ラーの増員を県に

要望するととも

に、カウンセラー

の活動が円滑に運

営できるよう支援

する。

教育センター

不登校児童・生徒の適

応指導

不登校児童・生徒への適応指導

対策として、適応指導教室を運

営するとともに、学校や関係諸

機関とのネットワークを生かし

て総合的な取り組みを実施す

る。

適応指導教室の運

営を継続し、不登

校児童・生徒の解

消に向けた取り組

みを引き続き推進

する。

教育センター

問題を抱える子ども

等の自立支援事業

自立支援指導員を小・中学校に

配置し、不登校やいじめ・児童

虐待等の諸問題の未然防止や早

期発見・早期対応を行う。

自立支援指導員の

増員を検討し、継

続実施する。
教育センター
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事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

はまかぜ教育相談

専門医による教育相談を実施

し、児童の悩み・不安・問題行

動について専門的な立場からカ

ウンセリングを行う。

継続実施する。

教育センター

療育等支援事業

千葉県社会福祉事業団児童サー

ビスセンターに委託し、市役所

内で臨床心理士又は言語聴覚士

によることばの訓練や心理診断

等の子どもの療育相談を行う。

また、保育所（園）、幼稚園、小

学校等を巡回し、職員の資質向

上の助言を行う。

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。

社会福祉課

相談支援事業

障害者総合支援法及び児童福祉

法に基づく障がい福祉サービス

を利用するにあたり、サービス

計画の作成や事業所との調整を

行い適正なサービス利用を促進

する（障害児相談事業所）。 

通常の相談支援では対応が不十

分な引きこもりや障がい福祉サ

ービスの未利用者に対し、早期

発見や適切なサービスの利用を

促進する（一般相談支援事業

所）。

必要な情報提供や

助言、権利擁護の

ための必要な援助

等を実施する。

社会福祉課

ペアレントサポート

ワークショップ

千葉県発達障害者支援相談セン

ターＣＡＳ及び関係機関と連携

し、発達障がい児を育てる保護

者等を対象に子どもへの関わり

方や子育てに関して理解・促進

を目的とする講座を実施する。

継続実施する。

社会福祉課

在宅生活支援事業

障害者総合支援法に基づく在宅

サービス（居宅介護・重度訪問

介護・重度障がい者等包括支援）

の利用促進を図る。

利用者ニーズの的

確な把握に努めな

がら、事業者との

継続的な協議や利

用者への継続的な

指導・助言等に努

める。

社会福祉課
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事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

日中活動支援事業

障害者総合支援法に基づく日中

活動サービス（短期入所・療養

介護）、地域生活支援事業（日中

一時支援・地域活動支援センタ

ーⅠ型・Ⅱ型・Ⅲ型）及び児童

福祉法に基づく障がい児通所サ

ービス（放課後等デイサービ

ス・児童発達支援）の利用促進

を図り、障がい児の日中におけ

る活動の場を確保する。

障がい児を一時的

に介護できない場

合、身近で短期入

所利用できる施設

の確保などの状況

に応じたきめ細か

な対応が図れるよ

う内容の充実に努

め、在宅生活の支

援に努める。

社会福祉課

社会参加促進事業

障害者総合支援法に基づく行動

援護、同行援護及び補装具費支

給事業、地域生活支援事業に基

づく日常生活用具給付等事業、

移動支援事業及び意思疎通支援

事業等を実施し、障がい児の社

会参加の促進を図る。

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。

社会福祉課

各種手当給付事業

特別児童扶養手当・障害児福祉

手当を 20 歳未満の重度の障が

い児や難病患者に給付する。

継続実施する。

社会福祉課

各種医療費等助成事

業

障がいのある児童に対し、自立

支援医療（育成医療・精神通院

医療）、重度心身障害者医療、精

神障害者医療の医療費助成を行

う。

継続実施する。

社会福祉課

各種割引制度

障がいの程度によって公共料金

や交通機関料金等の割引を実施

する。

継続実施する。

社会福祉課

障がい児を育てる地

域の体制整備事業

研修会や講演会を実施すること

により、障がい児への理解を深

める。

研修会や講演会の

充実を図る。 社会福祉課
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（４）経済的負担の軽減

養育や教育に要する費用、医療費の負担軽減を図るための助成を行うとともに、各種制度

の周知を図ります。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

児童手当

児童を養育している家庭の生活

安定と児童の健全育成を目的

に、中学校修了前まで児童手当

を支給する。

継続実施する。

子育て支援課

子ども医療費助成

中学校修了前までの子どもが入

院や通院した場合、千葉県の助

成制度に上乗せし助成する。

継続実施する。

子育て支援課

未熟児養育医療給付

出生時の体重が2,000g以下又

は身体の発達が未熟なまま出生

し、入院治療を必要とする乳児

の医療費を助成する。

継続実施する。

子育て支援課

私立幼稚園就園奨励

費の助成

市内に在住する幼稚園児の保護

者に対して、所得階層に応じて

入園料・保育料を減免する。

子ども・子育て支

援新制度に移行し

ない幼稚園につい

て継続実施する。

学校教育課

（５）ひとり親家庭の支援

ひとり親家庭等の自立を支援するため、各種支援施策を推進します。 

事業名 事業内容 今後の方針 担当部署 

母子・父子自立支援相

談事業

母子家庭等の相談指導・支援を

実施する。

母子・父子自立支

援員を引き続き配

置し、相談支援を

行う。

子育て支援課

児童扶養手当

父又は母と生計を同じくしてい

ない１8 歳の年度末までの児童

等を持つ父、母又は養育者に支

給する。

継続実施する。

子育て支援課

ひとり親家庭等医療

費の助成

ひとり親家庭等に対して医療費

の一部を助成する。

継続実施する。
子育て支援課

母子及び父子並びに

寡婦福祉資金貸付相

談

母子・父子家庭・寡婦の福祉向

上のための資金貸付相談を行

う。

君津健康福祉セン

ターと連携しなが

ら、継続実施する。

子育て支援課
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第６章 計画の推進体制

６－１．市民、関係機関等との連携

本計画の推進にあたっては、地域でのきめ細かな取り組みが重要であることから、市民や

地域、企業などの各方面との連携を図る必要があります。 

また、本計画で示した施策を展開するためには、行政のみならず、市民をはじめ、市民団

体、地域、学校、ＮＰＯ法人、社会福祉協議会、ボランティア、企業・事業者などの関係機

関・団体の協力が必要不可欠です。このため、これらの市民、関係機関等と相互に連携し、

計画の着実な推進を図ります。 

６－２．計画の実施状況の分析・評価

本計画（Plan）を達成するため、計画に基づく取り組み（Do）の実施状況を継続的に分

析・評価（Check）し、その結果を踏まえた計画の改善（Act）を図る PDCA サイクルに

よる適切な進行管理を行います。 

 取り組みについて、計画の実施状況の課題等を整理し、「富津市子ども・子育て会議」等で

意見を聞き、事業の推進を図ります。 

 なお、毎年度の計画の実施状況については、ホームページなどで公表します。 

計画の策定 

ＰＤＣＡ 
サイクル 

Ｐlan 
(計画)

Ｄo 
(取組)

計画の推進 

Ｃheck 
(評価)実施状況の分析・評価

Ａct 
(改善)

事業の継続・拡充、計画の見直し



55 

参 考 資 料
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資料１．計画策定の経過

期日 概要 

平成 25年 11月 14日 平成 25年度第1回富津市子ども・子育て会議 

・委嘱状交付 

・会長及び副会長の選出について 

・子ども・子育て支援新制度の概要について 

・ニーズ調査について 

・ニーズ調査票（案）について 

平成 25年 12月 子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

・就学前児童の保護者、小学校１・２年生の保護者 対象 

平成 26年 3月 20日 第 2回富津市子ども・子育て会議 

・子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査報告について 

平成 26年 6月 12日 平成 26年度第1回富津市子ども・子育て会議 

・会長の選出について 

・地域型保育事業の設備及び運営に関する基準案について 

・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準案について 

・放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準案に 

ついて 

・富津市子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査報告書に

ついて 

・量の見込みについて 

・平成26年度のスケジュールについて 

平成 26年６月25日～ 

７月 22日 

パブリックコメント実施 

・地域型保育事業の設備及び運営に関する基準案について 

・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準案について 

・放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準案に 

ついて 

平成 26年 8月 11日 第 2回富津市子ども・子育て会議 

・保育短時間認定における就労時間の下限設定について 

・教育・保育の提供に係る区域の設定について 

・地域子ども・子育て支援事業について 

・パブリックコメントの結果について 

・次世代育成支援行動計画について 
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期日 概要 

平成 26年 10月 3日 次世代育成支援行動計画庁内会議 

・次世代育成支援行動計画の今後について 

・次世代育成支援行動計画から子ども・子育て支援事業計画へ

承継する事業確認調査について 

平成 26年 10月 21日 第 3回富津市子ども・子育て会議 

・保育の必要性の認定基準、優先利用の運用方針について 

・公立保育所の定員について 

・富津市子ども・子育て支援事業計画の骨子案について 

平成 26年 12月 22日 第 4回富津市子ども・子育て会議 

・富津市子ども・子育て支援事業計画（案）について 

平成 27年２月16日～ 

３月 9日 

パブリックコメント実施 

・富津市子ども・子育て支援事業計画（案）について 

平成 27年３月20日 第 5回富津市子ども・子育て会議 

・今後の子ども・子育て会議の進め方について 

・パブリックコメントの結果について 

・保育料について 

平成 27年 3月 富津市子ども・子育て支援事業計画策定 
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資料２．富津市子ども・子育て会議設置条例

平成25年９月25日条例第14号 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基づき、富

津市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第 65号）第 77条第１項各号に

掲げる事務を処理するものとする。 

（組織） 

第３条 会議は、委員15人以内をもって組織する。 

 ２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

  (１) 子どもの保護者 

  (２) 事業主を代表する者 

  (３) 労働者を代表する者 

  (４) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

  (５) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合の補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 会議に会長及び副会長を置き、それぞれ委員の互選によりこれを定める。 

 ２ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

 ３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、その議長となる。 

 ２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

 ３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

 ４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見若しくは

説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 
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（庶務） 

第７条 会議の庶務は、健康福祉部子育て支援課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮っ

て定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 



60 

資料３．富津市子ども・子育て会議委員名簿

委員区分 氏名 備考 

1 子どもの保護者  富井 碧 市民公募 

2 子どもの保護者  木下 照代 公立保育所保護者 

3 子どもの保護者  井上 久吏子 私立保育園保護者 

4 子どもの保護者  白井 まり子 私立幼稚園保護者 

5 子どもの保護者  廣田 梓司 
富津市ＰＴＡ連絡協議会 

副会長 

6 事業主代表  相澤 靖司 新富工場協議会 

7 労働者代表  渡邉 武雄 
連合千葉 

南総地域協議会 副議長 

8 事業従事者  能城 美佐子 富津市立佐貫保育所長 

9 事業従事者 ○鈴木 眞廣 和光保育園長 

10 事業従事者  君塚 善恵 明澄幼稚園 主任 

11 事業従事者  岩瀬 志帆 
認定こども園 

みなと幼稚園 保育主任 

12 事業従事者  岡村 京子 
学童保育クラブ 

青木遊輝塾 指導員 

13 学識経験者  松倉 佳子 
清和大学 

短期大学部 講師 

14 学識経験者 ◎渡辺 務 
富津市議会 

教育福祉常任委員会委員長 

15 学識経験者  菊地 定勝 富津市教育センター 所長 

※ ◎は会長、○は副会長  （順不同・敬称略）
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